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連 結 注 記 表

(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)

1.　連結計算書類の作成基準

当社グループの連結計算書類は、会社計算規則第120条第1項の規定により、国際財務報告基準（以

下「IFRS」という。）に準拠して作成しております。

なお、本連結計算書類は同項後段の規定により、IFRSで求められる開示項目の一部を省略してお

ります。

2.　連結の範囲に関する事項

子会社の数…………57社

主要な子会社

ユニ・チャームプロダクツ㈱、嬌聯股份有限公司、Uni-Charm (Thailand）Co.,Ltd.、LG Unicharm 

Co.,Ltd.、尤妮佳生活用品（中国）有限公司、PT Uni-Charm Indonesia、Unicharm Gulf Hygienic 

Industries Ltd.、Unicharm India Private Ltd.、Unicharm Australasia Holding Pty Ltd.、

Unicharm Middle East & North Africa Hygienic Industries Company S.A.E.、The Hartz 

Mountain Corporation、尤妮佳（中国）投資有限公司、UNICHARM DO BRASIL INDÚSTRIA E 

COMÉRCIO DE PRODUTOS DE HIGIENE LTDA.、DSG International (Thailand) Public Co.,Ltd.

重要な子会社の異動

当連結会計年度において、DSG（Cayman）Ltd.の全株式を取得し子会社化したことに伴い、同

社及びその子会社であるDSG International（Thailand）Public Co.,Ltd.他8社を連結の範囲に

含めております。

3.　持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社の数…3社

関連会社：㈱ザ・ファン、㈱ユービーエス、㈱ジャパンリテールイノベーション

4.　子会社の事業年度等に関する事項

子会社の決算日が連結決算日と異なる場合、当該子会社について連結決算日に仮決算を行い、連

結しております。

5.　会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　非デリバティブ金融資産

(a) 当初認識及び測定

当社グループは、保有する金融資産を(ⅰ)償却原価で測定する金融資産、(ⅱ)その他の包

括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産、(ⅲ)純損益を通じて公正価値で測定す

る金融資産の区分に分類しております。この分類は、金融資産の当初認識時に決定しており

ます。
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当社グループは、売上債権及びその他の債権を発生日に当初認識しており、その他の金融

資産は契約の当事者となった取引日に当初認識しております。当初認識時においては、全て

の金融資産を公正価値で測定しておりますが、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

に分類されない場合は、当該公正価値に金融資産の取得に直接帰属する取引費用を加算した

金額で測定しております。純損益を通じて公正価値で測定する金融資産の取引費用は、純損

益で認識しております。

(ⅰ) 償却原価で測定する金融資産

当社グループが保有する金融資産のうち、以下の要件をともに満たす場合には、償却原

価で測定する金融資産に分類しております。

・契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有することを目的と

する事業モデルに基づいて保有されている。

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払いのみである

キャッシュ・フローが特定の日に生じる。

当初認識後は実効金利法による償却原価から減損損失を控除した金額で測定して

おります。実効金利法による償却額及び認識が中止された場合の利得または損失は、

当期の純損益で認識しております。

(ⅱ) その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産

償却原価で測定する金融資産以外の金融資産のうち、当初認識時に事後の公正価値

の変動をその他の包括利益で表示するという取消不能な選択をした資本性金融資産

につきましては、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産に分

類しております。

当初認識後は公正価値で測定し、その変動額はその他の包括利益として認識してお

ります。当該金融資産の認識を中止した場合、その他の包括利益を通じて認識された

利得または損失の累積額を利益剰余金に直接振り替えております。

なお、当該金融資産からの配当金につきましては、純損益として認識しておりま

す。

(ⅲ) 純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

償却原価で測定する金融資産、またはその他の包括利益を通じて公正価値で測定す

る資本性金融資産以外の金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に

分類しております。

当初認識後は公正価値で測定し、その変動額は純損益として認識しております。

(b) 金融資産の認識の中止

当社グループは、金融資産から生じるキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅し

た場合、または金融資産から生じるキャッシュ・フローを受け取る契約上の権利を譲渡し、

当該金融資産の所有に係るリスクと経済価値を実質的にすべて移転した場合に、認識を中止

しております。

(c) 金融資産の減損

償却原価で測定する金融資産等に係る減損につきましては、当該金融資産に係る予想信用

損失に対して貸倒引当金を認識しております。
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当社グループは、連結会計期間の末日ごとに、金融資産に係る信用リスクが当初認識以降

に著しく増大したかどうかを評価しております。

金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大していない場合には、当該金融商

品に係る貸倒引当金を12ヶ月の予想信用損失と同額で測定しております。金融商品に係る信

用リスクが当初認識以降に著しく増大している場合には、当該金融商品に係る貸倒引当金を

全期間の予想信用損失と同額で測定しております。

ただし、重大な金融要素を含んでいない売上債権等につきましては、常に貸倒引当金を全

期間の予想信用損失と同額で測定しております。

金融商品の予想信用損失は、以下のものを反映する方法で見積もっております。

・一定範囲の生じ得る結果を評価することにより算定される、偏りのない確率加重金額

・貨幣の時間価値

・連結会計期間の末日時点で過大なコストまたは労力なしに利用可能である、過去の事象、

現在の状況、並びに将来の経済状況の予測についての合理的で裏付け可能な情報

当該測定に係る金額は、純損益として認識しております。減損損失認識後に減損損失を減

額する事象が発生した場合は、減損損失の減少額を純損益として戻し入れております。

②　棚卸資産

棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い額で計上しております。取得原価

は、商品、製品、仕掛品及び貯蔵品は総平均法、原材料は移動平均法を用いて算定しておりま

す。製品及び仕掛品の取得原価は、原材料費、直接労務費、その他の直接費及び関連する製造

間接費（正常生産能力に基づいている）から構成されております。正味実現可能価額は、通常

の事業の過程における見積売価から関連する見積販売費を控除した額であります。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方法及び償却資産の償却方法

①　有形固定資産

土地等の償却を行わない資産を除き、減価償却費は、各資産の取得原価を残存価額まで以下

の見積耐用年数にわたって定額法で配分することにより算定しております。

建物及び構築物 2－53年

機械装置及び運搬具 2－20年

資産の償却方法、残存価額及び耐用年数は各連結会計年度の末日に見直し、必要があれば修

正しております。

②　無形資産

耐用年数を確定できる主な無形資産は、それぞれ以下の見積耐用年数にわたり、定額法によ

り償却しております。

ソフトウェア 5年

商標権（耐用年数を確定できるもの） 10－30年

顧客関連資産（耐用年数を確定できるもの） 20年

資産の償却方法、残存価額及び耐用年数は各連結会計年度の末日に見直し、必要があれば修

正しております。

③　リース

リース資産は、リース期間または経済的耐用年数のいずれか短い期間で償却し、その費用は

純損益で認識しております。
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(3) 非金融資産の減損

有形固定資産及び無形資産は、事象あるいは状況の変化により、その帳簿価額が回収できない

可能性を示す兆候がある場合に、減損の有無を検討しております。資産の帳簿価額が回収可能価

額を超過する金額を減損損失として認識しております。回収可能価額とは、資産の売却費用控除

後の公正価値と、使用価値のいずれか高い金額であります。使用価値の算定において、見積将来

キャッシュ・フローは、貨幣の時間的価値及び当該資産の固有のリスクを反映した割引率を用い

て現在価値に割り引いております。減損を検討するために、資産は個別に識別可能なキャッシ

ュ・フローが存在する 小単位（資金生成単位）にグループ分けしております。

のれん、並びに耐用年数が確定できない無形資産及び未だ使用可能ではない無形資産は償却の

対象ではなく、毎年度または減損の兆候が存在する場合にはその都度、資産の回収可能価額を見

積り、その帳簿価額と比較する減損テストを実施しております。

のれんを除く、過去に減損を認識した非金融資産につきましては、減損が戻し入れとなる可能

性について、各連結会計期間の末日に再評価を行っております。

のれんの減損損失は純損益として認識され、その後の戻し入れは行っておりません。

(4) 外貨換算

①　外貨建取引

外貨建取引は、取引日の為替レートを用いて、または財務諸表項目について再測定を実施す

る場合にはその評価日における為替レートを用いて、機能通貨に換算しております。これらの

取引の決済から生じる外国為替差額、外貨建の貨幣性資産及び負債を期末日の為替レートで換

算することによって生じる外国為替差額、並びに、非貨幣性資産及び負債を当該公正価値算定

日における為替レートで機能通貨に換算することによって生じる外国為替差額は、主として純

損益で認識しております。

②　在外営業活動体

在外営業活動体の資産及び負債は期末日の為替レート、収益及び費用は連結会計期間中の為

替レートが著しく変動していない限り、期中平均為替レートで日本円に換算しております。そ

の結果として生じる全ての為替差額は、その他の包括利益で認識しております。

(5) デリバティブ及びヘッジ会計

①　デリバティブ

当社グループでは、為替変動リスクをヘッジするために主として為替予約、直物為替先渡取

引及び通貨スワップを利用しております。デリバティブは、契約が締結された日の公正価値で

当初認識しております。当初認識後は、期末日の公正価値で測定しております。デリバティブ

の公正価値の変動額はヘッジ手段として指定していない、またはヘッジが有効でない場合は、

直ちに純損益で認識しております。

②　ヘッジ会計

当社グループでは、一部のデリバティブ取引についてヘッジ手段として指定し、キャッシュ・

フロー・ヘッジとして会計処理しております。

当社グループでは、ヘッジ開始時にヘッジ会計を適用しようとするヘッジ関係、並びに、ヘ

ッジを実施するにあたってのリスク管理目的及び戦略について文書化しております。また、ヘ

ッジ手段がヘッジ対象期間において関連するヘッジ対象の公正価値やキャッシュ・フローの変

動に対して高度に相殺効果を有すると見込まれるかについて、ヘッジ開始時とともに、その後

も継続的に評価を実施しております。
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キャッシュ・フロー・ヘッジとして指定され、かつ、その要件を満たすデリバティブの公正

価値の変動の有効部分はその他の包括利益で認識し、その他の資本の構成要素に累積しており

ます。その他の資本の構成要素に認識されたヘッジ手段にかかる金額は、ヘッジ対象が損益に

影響を与える期間に、純損益に振り替えております。

ヘッジ対象である予定取引が非金融資産または非金融負債の認識を生じさせるものである場

合には、それまで認識していたその他の包括利益累計額から振り替えて、非金融資産または非

金融負債の当初認識時の取得原価の測定に含めております。

当社グループがヘッジ指定を取り消した場合、ヘッジ手段が消滅、売却、終了または行使さ

れた場合、並びに、ヘッジがヘッジの有効性の要件を満たさなくなった場合には、ヘッジ会計

を中止しております。ヘッジ会計を中止した場合、それまで認識していたその他の包括利益累

計額は引き続き資本で計上し、予定取引が 終的に純損益に認識された時点において純損益で

認識しております。予定取引がもはや発生しないと見込まれる場合には、その他の資本の構成

要素に認識されていたヘッジ手段にかかる金額は、直ちに純損益で認識しております。

(6) 複合金融商品

当社グループが発行する複合金融商品は、保有者の選択により株主資本に転換できる転換社債

型新株予約権付社債であります。発行される株式数は当該社債の公正価値が変動しても変動しま

せん。

複合金融商品の負債部分は、当初認識時に資本への転換オプションを持たない類似した負債の

公正価値で計上しております。資本部分は当初認識時において、複合金融商品全体の公正価値と

負債部分の公正価値との差額で計上しております。取引に直接関連する費用は、負債部分と資本

部分のそれぞれ当初の帳簿価額に比例して配分しております。

当初認識後、複合金融商品の負債部分は実効金利法による償却原価で測定しております。複合

金融商品の資本部分は、転換または期日満了の場合を除き、当初認識後の再測定は行っておりま

せん。

(7) 従業員給付

①　短期従業員給付

短期従業員給付は、関連するサービスが提供された時点で費用として認識しております。賞

与及び有給休暇費用につきましては、当社グループが、従業員から過去に提供された労働の結

果としてそれらを支払うべき現在の法的もしくは推定的な債務を有し、信頼性のある見積りが

可能な場合に、それらの制度に基づいて支払われると見積もられる額を負債として認識してお

ります。

②　退職給付

当社グループは、従業員及び退職者に対して、確定拠出制度及び確定給付制度を設けており

ます。

確定拠出制度とは、雇用主が一定額の掛金を他の独立した事業体に拠出し、その拠出額以上

の支払いについて法的または推定的債務を負わない退職給付制度であります。確定拠出制度に

つきましては、当社グループは公的または私的管理の年金保険制度に対して拠出金を支払って

おります。拠出金の支払いを行っている限り、当社グループに追加的な支払債務は発生しませ

ん。拠出金は、従業員がサービスを提供した期間に従業員給付費用として認識しております。
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確定給付制度は、確定拠出制度以外の退職給付制度であり、確定給付制度に関連して認識さ

れる負債は、確定給付債務の現在価値から制度資産の公正価値を控除した額に対して、利用可

能な経済的便益を検討の上、必要に応じて資産上限額の影響を調整した額であります。確定給

付債務は、独立した年金数理人が予測単位積増方式を用いて毎期算定しております。この算定

に用いる割引率は、将来の給付支払見込日までの期間を基に割引期間を設定し、割引期間に対

応した連結会計年度の末日時点の優良社債の市場利回りに基づいて算定しております。

退職給付費用のうち、勤務費用、確定給付負債（資産）の純額に係る利息純額につきまして

は純損益で認識し、見積りと実績との差異及び数理計算上の仮定の変更から生じた数理計算上

の差異を含む再測定は、発生した期間にその他の包括利益として認識し、直ちにその他の資本

の構成要素から利益剰余金に振り替えております。過去勤務費用は、制度改訂または縮小が発

生した時、または関連するリストラクチャリング費用あるいは解雇給付を認識する時のいずれ

か早い時点において、純損益で認識しております。

(8) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(会計方針の変更に関する注記)

当連結会計年度より、以下の基準を適用しております。

基準書 基準名 新設・改訂の概要

IFRS第9号 金融商品
金融商品の分類・測定、減損及びヘッジ会計に関する

改訂

IFRS第15号 顧客との契約から生じる収益 収益の認識に関する会計処理の改訂

その他の新たな基準書及び解釈指針の適用による連結計算書類への重要な影響はありません。

当社グループは、IFRS第9号「金融商品」（以下「IFRS第9号」という。）及びIFRS第15号「顧客

との契約から生じる収益」（以下「IFRS第15号」という。）の経過措置に従って、当連結会計年度

期首時点の連結貸借対照表の修正再表示を行っておりません。

1.　IFRS第9号の適用

当社グループは、当連結会計年度よりIFRS第9号を適用しており、非デリバティブ金融資産の会計

方針を以下のとおりに変更しております。

(1) 当初認識及び測定

当社グループは、保有する金融資産を①償却原価で測定する金融資産、②その他の包括利益を

通じて公正価値で測定する資本性金融資産、③純損益を通じて公正価値で測定する金融資産の区

分に分類しております。この分類は、金融資産の当初認識時に決定しております。

当社グループは、売上債権及びその他の債権を発生日に当初認識しており、その他の金融資産

は契約の当事者となった取引日に当初認識しております。当初認識時においては、全ての金融資

産を公正価値で測定しておりますが、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類されな

い場合は、当該公正価値に金融資産の取得に直接帰属する取引費用を加算した金額で測定してお

ります。純損益を通じて公正価値で測定する金融資産の取引費用は、純損益で認識しております。
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①　償却原価で測定する金融資産

当社グループが保有する金融資産のうち、以下の要件をともに満たす場合には、償却原価で

測定する金融資産に分類しております。

・契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有することを目的とする事業

モデルに基づいて保有されている。

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払いのみであるキャッシ

ュ・フローが特定の日に生じる。

当初認識後は実効金利法による償却原価から減損損失を控除した金額で測定しております。

実効金利法による償却額及び認識が中止された場合の利得または損失は、当期の純損益で認識

しております。

②　その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産

償却原価で測定する金融資産以外の金融資産のうち、当初認識時に事後の公正価値の変動を

その他の包括利益で表示するという取消不能な選択をした資本性金融資産につきましては、そ

の他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産に分類しております。

当初認識後は公正価値で測定し、その変動額はその他の包括利益として認識しております。

当該金融資産の認識を中止した場合、その他の包括利益を通じて認識された利得または損失の

累積額を利益剰余金に直接振り替えております。

なお、当該金融資産からの配当金につきましては、純損益として認識しております。

③　純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

償却原価で測定する金融資産、またはその他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性

金融資産以外の金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類しております。

当初認識後は公正価値で測定し、その変動額は純損益として認識しております。

(2) 金融資産の減損

償却原価で測定する金融資産等に係る減損につきましては、当該金融資産に係る予想信用損失

に対して貸倒引当金を認識しております。

当社グループは、連結会計期間の末日ごとに、金融資産に係る信用リスクが当初認識以降に著

しく増大したかどうかを評価しております。

金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大していない場合には、当該金融商品に

係る貸倒引当金を12ヶ月の予想信用損失と同額で測定しております。金融商品に係る信用リスク

が当初認識以降に著しく増大している場合には、当該金融商品に係る貸倒引当金を全期間の予想

信用損失と同額で測定しております。

ただし、重大な金融要素を含んでいない売上債権等につきましては、常に貸倒引当金を全期間

の予想信用損失と同額で測定しております。

金融商品の予想信用損失は、以下のものを反映する方法で見積もっております。

・一定範囲の生じ得る結果を評価することにより算定される、偏りのない確率加重金額

・貨幣の時間価値

・連結会計期間の末日時点で過大なコストまたは労力なしに利用可能である、過去の事象、

現在の状況、並びに将来の経済状況の予測についての合理的で裏付け可能な情報

当該測定に係る金額は、純損益として認識しております。減損損失認識後に減損損失を減額す

る事象が発生した場合は、減損損失の減少額を純損益として戻し入れております。
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IFRS第9号の適用に伴う、金融資産の分類変更から生じる影響は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

IAS第39号

（2017年12月31日）
分類変更

IFRS第9号

（2018年1月1日）

償却原価で測定する金融資産

現金及び現金同等物 169,903 － 169,903 現金及び現金同等物

貸付金及び債権

売上債権及びその他の債権 98,821 － 98,821 売上債権及びその他の債権

その他の金融資産（流動） 58,925 － 58,925 その他の金融資産（流動）

その他の金融資産（非流動） 14,390 － 14,390 その他の金融資産（非流動）

純損益を通じて公正価値で測

定する金融資産

純損益を通じて公正価値で測

定する金融資産

その他の金融資産（流動） 195 － 195 その他の金融資産（流動）

－ 130 130 その他の金融資産（非流動）

売却可能金融資産

その他の包括利益を通じて公

正価値で測定する資本性金融

資産

その他の金融資産（非流動） 19,242 △130 19,112 その他の金融資産（非流動）

合計 361,474 － 361,474 合計

2.　IFRS第15号の適用

当社グループは、当連結会計年度よりIFRS第15号を適用しており、収益の認識に関する会計方針

を以下のとおりに変更しております。

当社グループは、以下の5ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。

ステップ1：顧客との契約を識別する。

ステップ2：契約における履行義務を識別する。

ステップ3：取引価格を算定する。

ステップ4：取引価格を契約における履行義務に配分する。

ステップ5：履行義務の充足時に収益を認識する。

当社グループは、ベビーケア関連商品・フェミニンケア関連商品等のパーソナルケア、並びにペ

ットケア等の製造及び販売を主な事業としており、このような商品販売につきましては、商品の引

渡時点において顧客が当該商品に対する支配を獲得することから、履行義務が充足されると判断し

ており、当該商品の引渡時点で収益を認識しております。また、収益は顧客への財の移転と交換に

企業が権利を得ると見込んでいる対価の金額で認識しており、値引、割戻し及び付加価値税等の税

金を控除後の金額で測定しております。

なお、IFRS第15号の適用による影響は軽微であります。
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(連結財政状態計算書に関する注記)

1.　資産から直接控除した貸倒引当金

売上債権及びその他の債権 1,548百万円

その他の金融資産（非流動資産） 86百万円
 

2.　有形固定資産の減価償却累計額（減損損

失累計額を含む）
265,839百万円

(連結持分変動計算書に関する注記)

1.　当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 620,834,319株

2.　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決　　議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額(円)

基　準　日 効力発生日

2018年2月27日
取締役会

普通株式 6,443 11.0 2017年12月31日 2018年3月7日

2018年8月6日
取締役会

普通株式 7,141 12.0 2018年6月30日 2018年9月3日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決　　議 株式の種類
配当金
の総額
(百万円)

配当の原資
1株当たり

配当額
(円)

基　準　日 効力発生日

2019年2月25日
取締役会

普通株式 7,160 利益剰余金 12.0 2018年12月31日 2019年3月6日

3.　当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的となる

株式の種類及び数

普通株式 8,276,711株

(金融商品に関する注記)

1.　金融商品の状況に関する事項

(1) 資本管理

資本管理における当社グループの基本的な方針は、持続的な企業価値の向上と、それを通じて

親会社の所有者に対し安定的な剰余金の配当を実施するために、資本効率を向上させつつ、財務

の健全性・柔軟性も確保された、 適な資本構成を維持することとしております。

当社グループは、親会社の所有者に帰属する持分及び親会社所有者帰属持分当期利益率（ROE）

を、収益性や事業における投下資本の運用効率を示す経営上の重要な指針とし、適宜モニタリン

グしております。
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当連結会計年度
（自　2018年1月1日
至　2018年12月31日）

親会社の所有者に帰属する持分（百万円） 441,456

親会社所有者帰属持分当期利益率（ROE）（％） 14.8

(2) 財務リスク管理

当社グループの活動は、市場リスク（外国為替リスク、価格リスク、金利リスクを含む）、信

用リスク及び流動性リスクなどのさまざまな財務リスクに晒されております。当社グループは一

定のリスク・エクスポージャーをヘッジするためにデリバティブ取引を利用しております。デリ

バティブ取引は、外貨建ての債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした

為替予約取引、直物為替先渡取引及び通貨スワップ取引であります。執行・管理につきましては、

内規に従って行われており、実需に基づくものに限定しております。

なお、当社グループは、金融商品に関して重大な集中リスクには晒されておりません。

①　市場リスク

(a) 外国為替リスク

当社グループは、国際的に事業活動を行っており、海外で商品を製造・販売しております。

海外における事業展開により、さまざまな通貨エクスポージャー、主に米ドルと中国元に関

して生じる外国為替リスクに晒されております。外国為替リスクは将来の商取引、認識され

ている資産及び負債から発生しております。

当社グループは、通貨別に把握された為替変動リスクを軽減するため、為替予約取引、直

物為替先渡取引及び通貨スワップ取引を利用してヘッジしております。

(b) 価格リスク

当社グループが保有する資本性金融商品は、主に取引先企業との業務または資本提携等に

関連する株式、並びに、低金利下における余資運用の一環としての株式取得であり、短期売

買目的で保有するものはありません。資本性金融商品には、上場株式と非上場株式が含まれ

ており、市場価格の変動リスクに晒されております。定期的に公正価値や発行体の財務状況

等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を見直しているため、価格リスクは僅

少であります。

(c) 金利リスク

当社グループは、事業活動を進める上で、運転資金及び設備投資等に必要となる資金を調

達することに伴い発生する利息を支払っており、そのうちの一部は、変動金利であるため、

金利の変動リスクに晒されておりますが、有利子負債を超える現金及び現金同等物を維持し

ております。現状においても利息の支払いが当社グループに与える影響は小さいため、金利

リスクは僅少であります。
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②　信用リスク

信用リスクとは、顧客または金融商品の取引相手が契約上の義務を果たすことができなかっ

た場合に当社グループが負う財務上の損失リスクであります。

現金及び現金同等物、デリバティブにつきましては、信用力が高いと当社が判断した金融機

関のみと取引を行っているため、信用リスクは僅少であります。

売上債権及びその他の債権につきましては、顧客の信用リスクに晒されております。当該リ

スクに関しては、販売管理規程に従い、営業管理部門が、主要な取引先の状況を定期的にモニ

タリングし、取引先ごとの回収期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状況等の悪化等に

よる回収懸念の早期把握や軽減を図っております。なお、特定の取引先に対して、信用リスク

が集中していることはありません。

連結計算書類で表示している金融資産の減損控除後の帳簿価額は、獲得した担保の評価額を

考慮にいれない場合の、当社の信用リスクに対するエクスポージャーの 大値であります。

③　流動性リスク

流動性リスクとは、当社グループが現金またはその他の金融資産により決済する金融負債に

関連する債務を履行する際に直面するリスクであります。

当社グループは、資金運用につきましては、一時的な余資を安全性の高い金融資産で運用し

ております。資金調達につきましては、財務状況、市場環境を踏まえ、資金調達の手段を選定

し実施しております。また、各部署からの報告等に基づき経理財務本部が適時に資金繰計画を

作成・更新をするとともに、手元流動性を維持すること等により、流動性リスクを管理してお

ります。

2.　金融商品の公正価値等に関する事項

(1) 公正価値で測定する金融資産及び金融負債

当社グループは、公正価値の測定に使用されるインプットの市場における観察可能性に応じて、

公正価値のヒエラルキーを、以下の3つのレベルに区分しております。

レベル1：活発な市場における同一資産または同一負債の無調整の公表価格

レベル2：レベル1に属さない、直接的または間接的に観察可能なインプット

レベル3：観察不能なインプット
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当連結会計年度末における当社グループが経常的に公正価値で測定している金融資産及び金融

負債は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

＜金融資産＞

純損益を通じて公正価値で測定する金

融資産

債券 － － 5,496 5,496

デリバティブ資産 － 156 － 156

その他 － 126 1,500 1,626

その他の包括利益を通じて公正価値で

測定する資本性金融資産

株式 30,720 6 1,395 32,120

その他 － － 23 23

合計 30,720 287 8,413 39,421

＜金融負債＞

純損益を通じて公正価値で測定する金

融負債

デリバティブ負債 － 586 － 586

合計 － 586 － 586

当社グループは、振替の原因となった事象または状況の変化が認められた時点で、公正価値の

ヒエラルキーをレベル間で振替しております。

なお、当連結会計年度において、レベル1、2及び3の間の振替はありません。

公正価値の算定方法は以下のとおりであります。

債券

債券の公正価値は、取引先金融機関から提示された評価額を用いて算定しております。

債券の測定に関する重要な観察不能なインプットは、取引先金融機関が評価額を算出するた

めに基礎としたパラメーター等の情報であり、その変動により債券の公正価値は増加または減

少します。

デリバティブ資産、デリバティブ負債

為替予約及び直物為替先渡取引は、期末日の先物為替相場に基づき算定しております。通貨

スワップは、取引先金融機関等から提示された金利等観察可能な市場データに基づき算定して

おります。

株式

市場性のある株式の公正価値は、期末日の市場価格を用いて算定しております。非上場株式

は、類似企業比較法等、適切な評価技法を用いて公正価値を算定しております。
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(2) 償却原価で測定する金融資産及び金融負債の帳簿価額及び公正価値

当連結会計年度末における償却原価で測定する金融商品の帳簿価額と公正価値は以下のとおり

であります。なお、帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっている金融商品（主として売上

債権及びその他の債権、3ヶ月超の定期預金、仕入債務及びその他の債務等）につきましては、次

表には含めておりません。

（単位：百万円）

帳簿価額 公正価値

＜金融資産＞

債券 1,003 995

＜金融負債＞

社債及び借入金 40,262 40,309
 

（注）債券及び借入金の公正価値のレベルはレベル2であります。転換社債型新株予約権付社債の社債

部分の公正価値のレベルはレベル3であります。

公正価値の算定方法は以下のとおりであります。

債券

債券の公正価値は、取引先金融機関から提示された評価額を用いて算定しております。

社債及び借入金

転換社債型新株予約権付社債の社債部分の公正価値は、転換社債型新株予約権付社債全体の

市場価格から、新株予約権相当額を控除して算定しております。新株予約権相当額の算定にあ

たっては、ヒストリカル・ボラティリティやクレジットスプレッドを加味して算定しておりま

す。借入金の公正価値は、類似した負債を当社グループが新たに借入れる場合に適用される利

率を用いて、将来キャッシュ・フローを現在価値に割引くことにより見積もっております。な

お、変動金利によるものは一定期間ごとに金利の改定が行われているため、帳簿価額と公正価

値は近似しております。

(1株当たり情報に関する注記)

1.　1株当たり親会社所有者帰属持分 736円39銭

2.　基本的1株当たり当期利益 103円73銭

(企業結合に関する注記)

1.　企業結合の概要

2018年9月25日に、当社はDSG (Cayman) Ltd.（以下「DSGCL」という。）の株式の100％を取得いた

しました。

当社は重点国・地域への集中を重要な戦略として掲げており、特に成長著しいアジア地域での事業

展開を積極的に進めてまいりました。
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DSGCLグループは、タイ、マレーシア、インドネシア、シンガポールに拠点を置き、ベビー用紙おむ

つ及び大人用紙おむつの製造・販売を行う企業グループです。DSGCLグループはベビー用紙おむつとし

て「BabyLove」、「Fitti」及び「PetPet」、大人用紙おむつとしては「Certainty」といったブラン

ドを保有し、東南アジア地域において強固なマーケットシェアと高い認知度を有しており、特に、将

来、日本以上のスピードで高齢化が進むと見込まれるタイの大人用紙おむつ市場において優位なポジ

ションを築いております。

DSGCLグループが当社グループに加わることで、(ⅰ)東南アジア地域、特にタイ及びマレーシアにお

ける商品ラインの拡充とマーケットポジションの強化及び規模の経済の実現や、(ⅱ)物流機能等のオ

ペレーション統合によるコスト削減等が見込めることから、当社として今回の買収を決定いたしまし

た。今後、これらのシナジーを追求していくことで、東南アジア地域におけるさらなる高成長を実現

してまいります。

2.　取得日現在における支払対価、取得資産及び引受負債の公正価値

（単位：百万円）

金額

支払対価の公正価値(現金) 59,901

取得資産及び引受負債の公正価値

流動資産 13,285

非流動資産 42,186

流動負債 △10,547

非流動負債 △10,323

取得資産及び引受負債の公正価値（純額） 34,124

のれん 25,776

当企業結合に係る取得関連費用は558百万円であり、当連結会計年度の連結損益計算書の「その他の

費用」に計上しております。

のれんの主な内容は、取得から生じることが期待される既存事業とのシナジー効果と超過収益力で

あります。

3.　取得した債権の公正価値、契約上の未収金額及び回収不能見込額

（単位：百万円）

債権の公正価値 契約上の未収金額 回収不能見込額

売上債権及びその他の債権 6,473 6,490 16

4.　業績に与える影響

当連結会計年度における連結損益計算書に認識されている取得日以降の被取得企業の売上高及び当

期利益は軽微であります。また、当企業結合が期首に実施されたと仮定した場合の当連結会計年度の

連結損益計算書に与える影響額は、売上高21,426百万円、親会社の所有者に帰属する当期利益494百万

円であります（非監査情報）。
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(重要な後発事象に関する注記)

（子会社の増資）

当社は、2019年1月22日開催の取締役会において、財務体質強化のため、当社子会社であるDSG 

International (Thailand) Public Co.,Ltd.から同社の子会社であるPT DSG Surya Mas 

Indonesiaへの増資を決議いたしました。増資の上限額は2,350百万タイバーツ相当のインドネシ

アルピアであり、増資時期は2019年3月下旬より順次払込を予定しております。

（自己株式の取得）

当社は、2019年2月14日開催の取締役会において、会社法第459条第1項第1号の規定による定款の

定めに基づき、以下のとおり自己株式の取得を行うことを決議いたしました。

1.　自己株式の取得を行う理由

株主の皆様への一層の利益還元と経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能

とするためであります。

2.　取得の内容

(1）取得する株式の種類　　　　当社普通株式

(2）取得する株式の総数　　　　5,000,000株（上限）

（発行済株式総数(自己株式を除く)に対する割合0.84％）

(3）株式の取得価額の総額　　　15,000百万円（上限）

(4）取得する期間　　　　　　　2019年2月15日～2019年12月20日
 

(5）取得の方法　　　　　　　　東京証券取引所における市場買付（証券会社による投資一任方

式）
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個 別 注 記 表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

1.　有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券…………償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの……………決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの……………移動平均法による原価法

2.　デリバティブ等の評価基準及び評価方法

時価法

3.　たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

商品及び製品…………………総平均法

貯蔵品…………………………個別法

原材料…………………………移動平均法

4.　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産(リース資産を除く)…定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　2年～50年

機械装置及び運搬具　2年～17年

無形固定資産(リース資産を除く)…定額法

なお、主な耐用年数としてのれんは発生日以後20年以内、ソフトウ

ェア（自社利用分）は社内における見込利用可能期間（5年）によっ

ております。

リース資産……………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

5.　外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。

6.　引当金の計上基準

貸倒引当金……………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率による見積額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

関係会社投資評価損引当金…関係会社に対する投資価値の低落に備えるため、純資産の減少に応

じた金額を計上しております。

賞与引当金……………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のう

ち当事業年度の負担額を計上しております。
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退職給付引当金………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（5年）による定額法により按分した額を費用処理しており

ます。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理をしております。

7.　その他計算書類作成のための重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法

は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(2) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(表示方法の変更に関する注記)

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の早期適用に伴う変更）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年2月16日。以下

「税効果会計基準一部改正」という。）が当事業年度末に係る計算書類から適用できるように

なったことに伴い、当事業年度から税効果会計基準一部改正を適用し、繰延税金資産は投資そ

の他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しておりま

す。

(貸借対照表に関する注記)

1.　有形固定資産の減価償却累計額（減損損失

累計額を含む）
16,922百万円

2.　関係会社に対する金銭債権 55,248百万円

　短期金銭債権 16,350百万円

　長期金銭債権 38,898百万円

3.　関係会社に対する金銭債務 62,457百万円

短期金銭債務 51,145百万円

長期金銭債務 11,312百万円

4.　当社は、「土地の再評価に関する法律」（1998年3月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関

する法律の一部を改正する法律」（2001年3月31日改正）に基づき、事業用の土地の再評価を行って

おります。

・再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（1998年3月31日公布政令第119号）第2条第5号に定める鑑定評

価額により算出

再評価を行った年月日　　　　　　　　　　　2001年3月31日

再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

△321百万円
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5.　保証債務

以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

Uni.Charm Molnlycke B.V.(Netherlands) 1,608百万円

Unicharm India Private Ltd. 1,193百万円

UcM Inco USA, Inc.(U.S.A.) 523百万円

Unicharm Molnlycke Rus L.L.C.(Russia) 288百万円

計 3,612百万円

(損益計算書に関する注記)

1.　関係会社との取引高の総額

関係会社との営業取引による取引高 214,844百万円

関係会社との営業取引以外の取引による取引高 15,951百万円

2.　関係会社株式評価損は、ユニ・チャームヒューマンケア㈱株式の減損処理に伴う評価損であります。

3.　関係会社出資金売却損は、UNICHARM DO BRASIL INDÚSTRIA E COMÉRCIO DE PRODUTOS DE HIGIENE 

LTDA.出資金の一部譲渡によるものであります。

(株主資本等変動計算書に関する注記)

当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

普通株式 24,151,251株

(税効果会計に関する注記)

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金 692百万円

関係会社株式評価損 1,801百万円
販促未払金 2,253百万円
関係会社投資評価損引当金 9,672百万円
退職給付引当金 1,921百万円
その他 1,448百万円

繰延税金資産小計 17,787百万円
評価性引当額 △11,800百万円

繰延税金資産合計 5,987百万円
繰延税金負債

前払年金費用 △2,058百万円

その他有価証券評価差額金 △3,299百万円
その他 △230百万円

繰延税金負債合計 △5,587百万円

繰延税金資産(負債)の純額 400百万円
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(関連当事者との取引に関する注記)

(1) 当社の子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称 事業の内容
議決権等の
所有割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)
(注3)

科目
期末残高
(百万円)
(注3)

子会社

ユニ・チャーム
プロダクツ㈱

ベビーケア関連製
品、フェミニンケ
ア関連製品などの
製造

(所有)
直接

100.0

製品の購入
製品等の仕入
（注1）

160,271 買掛金 17,991

資金借入

役員の兼任

資金の借入

資金の返済

9,200

14,800
短期借入金 12,500

Uni-Charm
(Thailand) 
Co.,Ltd.

ベビーケア関連製
品、フェミニンケ
ア関連製品などの
製造及び販売

(所有)
直接

94.2
資金借入

資金の借入

資金の返済

15,000

8,000
短期借入金 15,000

尤妮佳生活用品
（中国）
有限公司

ベビーケア関連製
品、フェミニンケ
ア関連製品などの
製造及び販売

(所有)
間接

75.0

資金借入

役員の兼任
資金の借入 － 長期借入金 11,312

PT
Uni-Charm
Indonesia

ベビーケア関連製
品、フェミニンケ
ア関連製品などの
製造及び販売

(所有)
直接

74.0
資金援助

資金の貸付
（注2）

－ 長期貸付金 13,461

Unicharm India
Private Ltd.

ベビーケア関連製
品、フェミニンケ
ア関連製品などの
製造及び販売

(所有)
直接

100.0

資金援助

役員の兼任

資金の貸付
（注2）

－ 長期貸付金 19,115

(取引条件及び取引条件の決定方針等)
 

（注1）製品の仕入につきましては、生産子会社の予定総原価（原価＋販管費）を勘案し、半期ごとの

交渉により金額を決定しております。
 

（注2）資金の貸付につきましては、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
 

（注3）上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まず、期末残高（短期借入金、長期借入金、長

期貸付金を除く）には、消費税等を含んでおります。
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(2) 当社の役員及び主要株主（個人の場合に限る）等

種類 会社等の名称
事業の内容
または職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)
(注5)

科目
期末残高
(百万円)
(注5)

役員及びその近
親者が議決権の
過半数を所有し
ている会社(当
該会社の子会社
を含む)

ユニテック㈱
（注1）

不動産賃貸業
(被所有)
直接

26.0

土地の賃借
（注3）

土地の賃借 10 － －

㈱高原興産
（注2）

保険代理業

(被所有)
直接

0.7
間接

14.2

当社保険の
付保
（注4）

保険の付保 82 前払費用 116

(取引条件及び取引条件の決定方針等)
 

（注1）ユニテック㈱の議決権は、当社代表取締役高原豪久が0.6％を直接所有、46.0％を間接所有、

その近親者が0.6％を直接所有、52.8％を間接所有しております。
 

（注2）㈱高原興産の議決権は、当社代表取締役高原豪久が20.0％を直接所有、20.0％を間接所有、そ

の近親者が45.5％を直接所有、14.5％を間接所有しております。
 

（注3）土地の賃借につきましては、近隣の取引情勢に基づいて、所定の金額を決定しております。
 

（注4）保険の付保につきましては、付保額を指定の上、一般の保険料率で算定した金額としておりま

す。
 

（注5）上記金額には消費税等は含まれておりません。

(1株当たり情報に関する注記)

1.　1株当たり純資産額 505円41銭

2.　1株当たり当期純利益 74円01銭

(重要な後発事象に関する注記)

（自己株式の取得）

当社は、2019年2月14日開催の取締役会において、会社法第459条第1項第1号の規定による定款の

定めに基づき、以下のとおり自己株式の取得を行うことを決議いたしました。

1.　自己株式の取得を行う理由

株主の皆様への一層の利益還元と経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能

とするためであります。

2.　取得の内容

(1）取得する株式の種類　　　　当社普通株式

(2）取得する株式の総数　　　　5,000,000株（上限）

（発行済株式総数(自己株式を除く)に対する割合0.84％）

(3）株式の取得価額の総額　　　15,000百万円（上限）

(4）取得する期間　　　　　　　2019年2月15日～2019年12月20日

(5）取得の方法　　　　　　　　東京証券取引所における市場買付（証券会社による投資一任

方式）
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